
全 員 協 議 会 

令 和 5年 2月 2 4日 （ 金 ） 
本 会 議 終 了 後 

                             議 場 
〔出席議員〕  

   笹田議長、川神副議長 

   肥後議員、村木議員、大谷議員、三浦議員、沖田議員、足立議員、村武議員、 

川上議員、柳楽議員、串﨑議員、小川議員、上野議員、布施議員、岡本議員、 

芦谷議員、永見議員、佐々木議員、田畑議員、西田議員、牛尾議員 
〔執行部〕 

市長、副市長、教育長、総務部長、地域政策部長、健康福祉部長、市民生活部長、 

産業経済部長、都市建設部長、消防長、教育部長、三隅支所長 

〔事務局〕 局長、次長、大下書記 

 

議 題 

1 補正予算について 

2 令和5年度当初予算について 

3  執行部報告事項 

4 行政視察レポートについて（議会改革推進特別委員会） 

5  陳情付託先について 

6 議会運営における留意事項について（委員会の所管事務調査等）  

7  その他 

⑴ 一般会計  

⑵ 特別会計  

⑶ 水道事業・工業用水道・公共下水道事業会計  

⑴ 防災無線高城山中継局の修繕について （総務部・三隅支所） 

⑵ その他  

⑴ 自由討議について  

⑵ 令和5年3月浜田市議会定例会議ケーブルテレビ放送及び再放送について  

⑶ その他  



令 和 5 年 2 月 2 4 日 

全 員 協 議 会 資 料 

総 務 部 防 災 安 全 課 

三 隅 支 所 防 災 自 治 課  

 

防災行政無線高城山中継局の修繕について 

 

1 経緯 

令和 4年 12月 17日に高城山中継局が供給を受ける電力柱に落雷があり、電力線を

通じて中継局に入り、中継局の無線放送設備が故障した。 

その後 12月 21日には、電力会社の送電設備及び中継局の無線放送設備の仮復旧を

行い、なんとか無線放送ができる状況になっているが、本復旧には直流電源装置の交

換が必要となっている。 

状況として、直流電源装置から無線装置への供給電圧が高い状態になるなど不安定

になっており、応急措置として出力電圧を下げているが、このような状況が長く続く

と無線装置への負担が大きくなり、無線装置本体の故障にもつながる恐れがある。 

さらに、出力電圧を下げているため、蓄電池への充電不足が懸念され、停電時の運

用に支障が出る恐れがあり、可能な限り早期に直流電源装置の交換を行いたい。 

 

2 機器運搬に係る工法の検討 

直流電源装置は、かなり重量（130㎏超）のある装置であり、さらに高城山中継局

は高城山の頂上付近にあり、車両が入れるのはその途中までで、そこから先は整地さ

れていない遊歩道となっており、幅員も狭く運搬が困難な状況である。 

そのため、保守業者からは、直流電源装置などの資機材を安全かつ効率的に運搬す

るためにはモノレールでの運搬が必要との提案を受けた。 

しかし、2月 7日の臨時会議において、ヘリコプターでの空輸など工法の検討が不

十分との指摘を受け、下記のとおり改めて検討した結果、モノレールが安全かつ効率

的で確実な運搬方法と判断した。 

 

運搬方法 メリット・デメリット 適否 

ヘリコプター 

メリット：輸送時間は最短。 

デメリット：申請から許可までに時間を要する。天候に

よる制約もあり、不確定要素が多い。 

概算経費：約 450万円 

× 

運搬機 

メリット：輸送にかかる経費は最安。 

デメリット：遊歩道の幅員や形状、傾斜角度等から大規

模な拡幅工事が必要。スケジュール的にも困難。 

概算経費：約 330万円 

× 

モノレール 

メリット：道路から最短距離で敷設が可能。安全かつ効

率的に運搬することができる。 

デメリット：仮設に経費及び時間がかかる。 

概算経費：ヘリコプター・運搬機より安価 

○ 



 

3 モノレールに係る経費の妥当性の検討 

このたびの業務の目的は、落雷により被災した中継局の直流電源装置の交換であり、

モノレールの敷設は、重量のある資機材運搬の手段として、一体的な修繕業務の一部

との考えから、修繕業務を行う保守業者から事業全体の見積りを受けた。 

また、無線本体の老朽化が進んでいることから、無線本体への負担を最小限に抑え、

早期の復旧を最優先としたため、最速で復旧できるとした保守業者からの提案を適切

と判断した。 

しかし、2月 7日の臨時会議において、モノレールに係る経費の妥当性の検討が不

十分との指摘を受け、関係部署との協議や地元業者から参考見積を徴取するなどして

金額を精査した結果、経費の削減が可能と判断。 

保守業者及び関係部署との協議の結果、中継局の修繕部分とモノレール仮設・撤去

部分を切り離すことができることを確認し、分離発注することとする。 

 

4 今後のスケジュール 

モノレール仮設・撤去について分離発注することとし、できるだけ早期に入札を行

い事業に着手する。これにより、当初の計画に比べ、事業完了が約 1か月程度遅れる

見込みとなるが、出水期前の事業完了に向けて努めていく。 

 

 

 

 



高城山中継局
浜田市三隅支所

別紙１

②
①

林道高城支線

モノレール

設置場所

高城山中継局

③

遊歩道

④
⑤

⑥
⑦

⑧
⑨ ⑩

⑪

約90ｍ



事業実施期間　令和5年2月7日～令和5年4月下旬

事業実施期間　令和5年3月3日～令和5年5月下旬

月間 2月 3月 4月 備　　　考

事務手続

修繕

5月

事務手続

モノレール
設置作業

機器修繕

浜田市防災行政無線（三隅地域）高城山中継局雷災害復旧修繕 スケジュール表

月間 3月 4月 5月 備　　　考2月

9.30

契約締結日：3月初旬

事前作業・機器運搬・機器取替修繕

9.30

完了 5月下旬予定緊急修繕協議

再検討
2月24日全協報告

モノレール設置期間（1か月）

入札

3月初旬

9.30機 器 取 付 工 事9.30

完了 4月下旬予定

準備期間（保安林申請等）

2月7日補正要求

資機材運搬準備 資機材撤去

当初のスケジュール

変更後のスケジュール

完了検査

報告（図書）作成

完了検査

完了検査

報告（図書）作成

準備期間（保安林申請等）

報告（図書）作成

9.30
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令和 5 年 3 月浜田市議会定例会議  陳情付託先について 

（付託等内訳）  

総務文教委員会  4 件、産業建設委員会  2 件  

※委員会へ付託せず、議員配付とする陳情（陳情書取扱基準該当）  0 件  

 

陳情  
番号  

件 名 付託先  

73 
三桜酒造跡地の買い取りへの反対を求める陳情に

ついて  
産業建設委員会  

74 人口減少について  総務文教委員会  

75 企業誘致について  産業建設委員会  

76 処分に係る明文化について  総務文教委員会  

77 選挙人名簿の閲覧及び写しについて  総務文教委員会  

78 まちづくりセンターについて  総務文教委員会  

 

 



１ 

 

  

 

 
 
 
⑴ 所管事務調査とは 

市から提案された予算案や条例案などの議案を審査するのとは別に、常任委員会及び議

会運営委員会が所管する事項について調査を行うもの。委員会が自主的に所管事務を取り

上げ、積極的に調査を行い得る権限である。（地方議会運営辞典による） 

 

 
 

 

議会運営における留意事項について 

1.委員会の所管事務調査について 

令和5年2月24日 

全員協議会 

●地方自治法  第五節 委員会 

〔常任委員会、議会運営委員会及び特別委員会〕 

第百九条 普通地方公共団体の議会は、条例で、常任委員会、議会運営委員会及び特別委員会を

置くことができる。 

② 常任委員会は、その部門に属する当該普通地方公共団体の事務に関する調査を行い、議案、

請願等を審査する。 

③ 議会運営委員会は、次に掲げる事項に関する調査を行い、議案、請願等を審査する。 

一 議会の運営に関する事項 

二 議会の会議規則、委員会に関する条例等に関する事項 

三 議長の諮問に関する事項 

 

●浜田市議会基本条例    浜田市議会例規集NO.2 

（委員会の活動） 

第 13条 委員会は、当該委員会が所管する事務（以下「所管事務」という。）の調査を充実させ

ること等により、委員会活動の活性化を図り、政策立案等を積極的に行うよう努めるものとする。 

３ 常任委員会を代表する議員は、本会議において、所管事務について、議長の許可

を得て質問することができる。→委員会代表質問のこと 

４ 委員会は、行政視察を行ったときは、その目的、成果及び費用を公表するととも

に、政策立案等につなげるよう努めるものとする。→行政視察レポート 

 

●浜田市議会委員会条例   浜田市議会例規集NO.7 

（所管事務等の調査） 

第 34 条 常任委員会又は議会運営委員会は、その所管に属する事務について調査しようとする

ときは、事前にその事項、目的、方法、期間等を議長に通知しなければならない。 

 

（委員会の報告書） 

第 39 条 委員会は、事件の審査又は調査を終わったときは、報告書を作り、委員長か

ら議長に提出しなければならない。 

 

所管事務調査権は、常任委員会及び議会運営

委員会が有する権限で特別委員会にはない 



２ 

 

⑵ 常任委員会の所管事務調査の在り方 
（現 状） 

①委員から所管事務調査事項を提案し、それに対しての執行部からの説明と質疑 

②テーマを設定し、政策提言等を目指しての調査研究（現在行っている「取組課題」） 

③委員会の行政視察や市内の現地視察（委員派遣） 

④関係機関との意見交換会 

 

①について、 

ア）年4回の定例会議の各初日に常任委員会を開催し、所管事務調査事項を決定 

イ）定例会議期間中の常任委員会において、ア）の事項について執行部から説明を受け質疑 

 

（課 題） 

各委員個人からの執行部への調査事項として、現状確認や質疑にとどまっており、委員会と

しての調査目的が明確になっておらず、委員会活動の活性化や政策立案等につながりにくい。 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

常任委員会の所管事務調査権は、委員会の権限であることから、個々の委員が自由

に所管事項について執行機関に質問することではなく、委員会として所管事項のう

ち調査を行う事項を具体的に議決をもって特定して行うものである。 

                           （議員研修誌 地方議会人 2023/1から） 

所管事務調査の在り方

委員会代表質問

議会としての政策提言

政策提案

市 政 に 反 映

委員会の所管事務調査

現地視察行政視察
関係機関との

意見交換会

取組課題

所管事項

の調査

政策討論会

委員会の政策提言

政策提案

議員間の

自由討議

 



３ 

 

議会基本条例に規定する政策提言・政策提案の手法

は市民等も入っての意見交換等の場

は議会内部での協議の場

多様化する市⺠の意⾒

議員間の合意形成

市民への説明責任 合意できない部分
（反対討論など）

政策提言・政策提案

市政に反映

浜田市議会基本条例

・議案の修正

・付帯決議

【自由討議】

第11条

第1項、第2項

議員相互の討

議の場

（例）

・議案、請願の

審査に関しての

議員間の討議

・委員会での委

員の討議

【政策討論会】

第12条・第17条第

4項

市政に関する政

策や課題に対し、

共通認識の醸

成・合意形成を

（例）

・まちづくり施策

について

・子育て支援に

ついて

・漁港エリア活

性化について

【議会報告会等】

第23条

議会活動の公

開と市民の意

見を把握する

（例）

・定例会議の報

告

・市民からの意

見聴取（議員定

数など）

・テーマを決め

てワークショッ

プ

･はまだ市民一

日議会

【重要案件の

意見交換会】

第22条

議会と市民との

意見交換の場

（例）

市政の重要な案

件に対し、市民

から意見を聞く

もの及び市民か

らの要望を受け

議会と意見交換

を行うもの

【委員会の活動】
第13条

（例）

・常任委員会が行う所管事務調査

・委員会代表質問

・行政視察レポート

･市内現場視察

･関係機関との意見交換会

･執行部からの現状説明と質疑

・テーマを設定し、政策提言等を

目指しての調査研究

･行政視察

論点を整理

議会での審議の充実

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 

 

  
⑴ 調査権の法的根拠について 
①議会と委員会の調査権 

 ◆議 会・・・執行機関に対するチェック機能を果たすため、地方自治法において当該自治 

体の事務に関する調査権が認められている。 

↑この「100条調査権」を行使するには、議会の議決が必要 

 

◆委員会…その所管する部門に属する当該自治体の事務に関する調査権が認められている。

（地方自治法第109条第2項 →所管事務調査） 

  

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

②議員の調査権 

  地方自治法においては、議会及び委員会については調査権を規定しているが、議員個人

の調査権については、何ら規定していない。 

  「議員の調査権には法的根拠がない＝執行機関からの回答は任意である」ことを認識し

ておくことが必要。 

執行機関へ資料の提供を依頼する場合は、内容を明確にし、提出は任意であることを踏

まえて依頼する。新たに資料作成が生じる場合は提出期限にゆとりを持たせるなど、執行

機関に過度な負担が生じないよう配慮することも必要。 

２.議員の調査権について 

●地方自治法 〔調査、出頭証言及び記録の提出請求並びに政務活動費等〕 

第百条 普通地方公共団体の議会は、当該普通地方公共団体の事務（自治事務にあつては労働委

員会及び収用委員会の権限に属する事務で政令で定めるものを除き、法定受託事務にあつては国

の安全を害するおそれがあることその他の事由により議会の調査の対象とすることが適当でな

いものとして政令で定めるものを除く。次項において同じ。）に関する調査を行うことができる。

この場合において、当該調査を行うため特に必要があると認めるときは、選挙人その他の関係人

の出頭及び証言並びに記録の提出を請求することができる。 

●地方自治法 〔常任委員会、議会運営委員会及び特別委員会〕 

第百九条 普通地方公共団体の議会は、条例で、常任委員会、議会運営委員会及び特別委員会を

置くことができる。 

② 常任委員会は、その部門に属する当該普通地方公共団体の事務に関する調査を行い、議案、

請願等を審査する。 

委員会の役割は、本会議からの付託を受け、議案などを十分に審議することである

から、そのための固有の権限として、調査権が法律上定められている。 

この委員会の調査権は、議会の 100 条調査権のような強制力はないが、委員会が主

体的に行使する固有の権限であるから、その発動には委員会の議決を要する。したが

って、委員会の委員の自由意志だけで調査権を行使することはできない。 

 

例えば、委員会開会中に、出席委員から調査のための資料要求を求める旨の発言が

あった場合、委員長は資料の提出を求めることについて採決を行い、可決されれば委

員会として資料の提出を所管部署に求めることになる。 



日 時
放送予定日
(111ch)

再放送予定日
(112ch)

2月24日（金）
10:00～

2月25日（土）
17:00～

1 福祉環境委員会 足　立　　豪　

2 産業建設委員会 川　上　幾　雄
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令和5年3月浜田市議会定例会議
ケーブルテレビ放送及び再放送について

議会の予定

2月28日（火）
10:00～

【個人一般質問　2日目(6人)】

西　田　清　久

柳　楽　真智子

上　野　　茂　

岡　本　正　友

・施政方針表明　浜田市長　久保田　章　市
・教育方針表明　教 育 長　岡　田　泰　宏

【委員会代表質問(2委員会)】

2月27日（月）
10:00～

2月28日（火）
17:00～

【個人一般質問　1日目(4人)】

川　上　幾　雄

沖　田　真　治

三　浦　大　紀

3月1日（水）
10:00～

【個人一般質問　3日目(6人)】

3月2日（木）
17:00～

田　畑　敬　二

大　谷　　学　

串　﨑　利　行

川　神　裕　司

足　立　　豪　

村　木　勝　也

3月2日（木）
10:00～

【個人一般質問　4日目(5人)】

3月3日（金）
17:00～

村　武　まゆみ

布　施　賢　司

佐々木　豊　治

牛　尾　　昭　

小　川　稔　宏

3月5日（日）
8:00～

肥　後　孝　俊

芦　谷　英　夫

3月1日（水）
17:00～

3月4日（土）
8:00～永　見　利　久

令和 5 年 2 月 2 4 日

全 員 協 議 会 資 料

議 会 事 務 局


